
 

 

 

 

 

 

森林経営管理制度における 

各種課題事例とその対処方法について 
   

 

～ 県内市町村が抱える課題事例 ～ 
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１ 「経営管理意向調査」と「経営管理権集積計画」について 

 

〇 私共の市では、次の理由から、当該調査を 15 年以内で全対象森林に行うこと 

は困難ではないかと心配しています。 

全国の先行事例も踏まえた現実的な対応手法について、ご助言を頂きたい。 

因みに当市の計画では、10 年間（又は 15 年間）で全対象森林の調査を実施と 

しています。 

【理由】 

① 当市は行政区域が広く、意向調査に基づく経営管理権集積計画（森林整備量） 

が、管内事業体の整備可能量を大幅に超過する恐れがあります。 

 ② 職員の増員が見込めない状況の中、担当部署の業務対応可能量を大幅に超過す

る恐れがあります。 

 

【参考】 

※ 森 林 経 営管 理 法 の 運 用 に つ い て:H30/12/21 付 け 林 整 計第 152 号 林 野庁 長 官 通 知第 5 の ２  

「 経 営 管 理意 向 調 査 は 、 で き る 限 り早 急 に 経 営 管 理 の 確 保 を図 る た め 、 施 業 の 間 隔 を踏 ま え 、

最 長 で も 15 年 で… （ 中 略 ） … 当 該調 査 を 実 施 す る こ と を 目安 と し て 、 毎 年 、 計 画 的に 実 施 す る

よ う 努 め るも の と す る 。」  
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２ 森林経営管理制度の運営と森林環境譲与税の活用について（１） 

 

〇 私共の市（町）は、瀬戸内海沿岸に立地するコンビナートの工場群と商業地域の 

背後に、農山村地域が広がる都市型の小規模な自治体です。 

   山林地帯は瀬戸内海沿岸部特有の花崗岩地帯（痩地）に属し、林業の適地とはい 

えず、制度の対象森林（面積･人工林率）は少なく林業の依存度は低い地域です。 

 私有林人工林面積は 1,000～2,000ha で、環境譲与税は 1,000～1,500 万円/年 

が標準的な規模です。 

 私共の様に、第 2 次産業に依存した都市型で林業依存度の低い地域においては、 

「制度の円滑な運営」と「譲与税の効果的な活用」に向けて、どの様に進めたら良い 

のか頭を痛めています。 

住民の皆さんが喜ばれるような取組のポイントについて、全国各地の優良事例のご 

紹介も踏まえ、ご助言を頂きますようお願いします。 
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３ 森林経営管理制度の運営と森林環境譲与税の活用について（２） 

 

〇 私共の町では、次の理由から、本制度の円滑な運営と、譲与税の効果的な活用に 

向けた取組を、どの様に進めたら良いのかに頭を痛めています。 

町民の皆さんが喜ばれるような取組のポイントについて、全国各地の優良事例の 

ご紹介も踏まえ、ご助言を頂きますようお願いします。 

【理由】 

 ① 行政区域が狭小で森林面積が少なく、また過疎化による住民人口減の当町では、 

森林譲与税額が数百万円と少額なため、森林整備量が限定され効果的な制度運営が 

見通せません。 

② 森林面積が少なくかつ人工林率が低いため、対象森林が点在し集積化が困難な状 

況です。これでは本制度の活用した森林整備によって、森林の公益的機能の維持･回 

復効果が期待できず、加えて、一般町民の皆様にご理解いただけないのではないか 

と心配です。 

 ③ 小規模な自治体が故、兼務業務を多く抱えており、加えて林業の依存度が低く林 

務行政の経験が少ないため、効果的な良策が思い浮かびません。  
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４ 意欲と能力のある林業経営者への再委託可能森林について 

 

〇再委託可能森林は、林業経営に適した“経済林”の整備が基本となります。 

林業生産林の経営には、木材輸送の効率化を図るための路網の整備、高効率施業

を可能とする高性能林業機械の配備が必須となります。 

そして、何よりも重要なのは、経営可能な対象森林の集積･集約化です。 

生産性の高い生産団地の設定向けた林地の集積･集約化を効率的に行うには、本 

制度における対象森林（ 経 営 意 欲は な い が 、 林 業 経 営 に 適し た 私 有 林 ）だけでなく、森 

林経営計画対象森林、公有林、機関造林との連携も重要だと考えています。 

この様な生産団地の設定を進めていく上で、留意すべき事項や有効策について全 

国の優良事例も踏まえアドバイス頂きますようお願いします。 

 

５ 市町村森林経営管理事業の設計積算について 

  

〇当事業は、林業経営に適さない“非経済林”に対して、保育間伐等を主体とした 

施業を、市町村自らが発注することとなります。 

 発注に際しての予定価格の積算は、「森林環境保全整備事業における標準工程をも 

とに算出する」とガイドブックにありますが、現場状況に応じた積算を行うため、治 

山事業（保安林改良事業）等の歩掛の適用は妥当と判断してよろしいですか。 

 

参 考 ：「 治山 必 携 」 に よ る 積 算 見 込 み額 ：50～ 70 万 円/ha 

※ 意 向 調 査（ 現 地 調 査 、 境 界 確 認 含む ）、 選 木 ・ 伐 倒 ・ 枝 払 い･玉 切 り･片 付 け 及 び 諸 経費 を 含 む  
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６ 森林環境譲与税等による新規事業の創設について 

  

〇本税は「CO2 の削減や土砂災害の防止を図るため、森林整備等に必要な地方財源を

安定的に確保する観点で創設」されたもので、その使途は以下のとおりです。 

 本税の有効活用に向けて、基本的な考え方やポイントについてご解説願います。 

また、全国各地の取組で参考となる事例がありましたらご紹介ください。 

【使途】 

・間伐や人材育成･担い手確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びそ 

の促進に関する費用  

 

特に、当地域では深刻な担い手不足に悩んでいます。 

本税の活用や森林経営管理制度の取組を通じて、森林整備取組推進に拍車をかけ 

るうえでの最重点課題のひとつと認識しています。 

斬新な、又は効果的な取組事例などがありましたらご助言ください。 
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 ７ 森林経営管理制度における航空レーザ情報の活用について 

  

〇森林経営管理制度の取組の進展に伴い、市町による「意向調査」、「経営管理権集積

計画」等の作成が本格化しています。 

業務の一層の効率化や林業採算性の適正な判断に当たっては、正確な森林資源情

報の取得が有効であり、市町からは、森林経営管理制度に円滑に取り組めるよう、現

状に即した高精度かつ実用的な森林資源情報の提供を求める声が上がっています。 

  

このため、県としましては、森林 GIS にこれまで行ってきた航空レーザ計測・解

析データを取り入れ、現地調査の省力化や境界の明確化、林業の適地判定など複合的

な活用ができるよう、森林資源情報の充実と高精度化・高度利用化を図るとともに来

年度からは市町との連携により対象範囲を広げていく予定です。 

 

そこで、航空レーザ情報を活用し、取組を進めている都道府県及び全国各地の市町

村の優良事例がありましたら、具体的な取組内容、活用効果をご紹介ください。 

６ 


